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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第76期

第３四半期連結
累計期間

第77期
第３四半期連結
累計期間

第76期
第３四半期連結
会計期間

第77期
第３四半期連結
会計期間

第76期

会計期間

自 平成21年
４月１日

至 平成21年
12月31日

自 平成22年
４月１日

至 平成22年
12月31日

自 平成21年
10月１日

至 平成21年
12月31日

自 平成22年
10月１日

至 平成22年
12月31日

自 平成21年
４月１日

至 平成22年
３月31日

売上高（百万円） 140,123 162,147 61,691 65,229 216,185

経常利益（百万円） 1,563 1,312 650 375 4,264

四半期（当期）純利益（百万円） 698 346 296 160 2,217

純資産額（百万円） － － 43,639 44,655 45,351

総資産額（百万円） － － 78,444 79,607 76,632

１株当たり純資産額（円） － － 667.23 686.57 697.04

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
10.68 5.32 4.53 2.46 33.94

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 55.6 56.0 59.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
2,010 2,095 － － 2,899

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,499 △869 － － △1,617

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,665 △1,334 － － △1,870

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 16,391 16,902 16,954

従業員数（人） － － 1,424 1,441 1,449

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第76期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

４．第76期及び第77期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株

予約権付社債等潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第76期及び第77期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株

予約権付社債等潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

(1)事業内容の重要な変更

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

 

(2)主要な関係会社の異動　

エネルギー卸売事業

当社はシナネンライフサポート㈱を平成22年10月に設立し、連結の範囲に含めております。

　

３【関係会社の状況】

新規設立

　当第３四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。　

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有割合

（％）
関係内容

（連結子会社）　

　シナネンライフ

　サポート㈱　

　新潟市中央区　 90
エネルギー卸売

事業　

　

　100

　

当社より商品を仕

入れております。

役員の兼任　なし　

　（注）主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 1,441[559]

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 365 [122]

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

エネルギー卸売事業（百万円） 54,995 －

エネルギー小売及び周辺事業（百万円） 9,109 －

報告セグメント計（百万円） 64,105 －

その他（百万円） 1,124 －

合計（百万円） 65,229 －

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

  また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

  

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。

(1)業績の状況

当第３四半期連結会計期間の国内経済において、企業収益は、新興国市場の需要拡大を背景に堅調に推移しま

した。他方、国内需要は、期初より政府の経済対策効果に支えられている状態でした。当社グループが属するエネ

ルギー業界は、猛暑の影響を大きく受けました。カーエアコンの使用が増えてガソリン需要は増加しましたが、

給湯需要の減少によりＬＰガスの消費量が落ち込みました。さらに秋以降の平均気温も高く推移しており、ＬＰ

ガスの販売数量は引き続き伸び悩みました。

このような状況の下、当社及びグループ企業の当第３四半期連結会計期間の業績については、売上高は石油製

品の価格上昇により652億円（前年同四半期比5.7％増）となりました。また、業務の効率化による経費削減を進

めたものの、夏以降の高温によるＬＰガスの収益減少により、営業利益は2.0億円（前年同四半期は営業利益4.7

億円）、経常利益は3.7億円（前年同四半期は経常利益6.5億円）、四半期純利益は1.6億円（前年同四半期は四

半期純利益2.9億円）となりました。　

今後の国内エネルギーにつきましては、環境意識の高まり、エネルギー効率の向上、使用エネルギーの多様化

により化石燃料離れが進んでいくと考えられます。その変化を見据えて、当社及びグループ企業は、石油・ガス

販売を中心としつつ、ハウスケアビジネス及びライフサポートビジネスを含んだ裾野の広い事業体への業態転

換を進めております。さらに、新規事業への投資と人材育成、効率化に向けたＩＴ投資を通じて経営基盤を強化

してまいります。

各セグメントの業績は、エネルギー卸売事業におきましては、売上高549億円、営業利益1.8億円となりました。

また、エネルギー小売及び周辺事業におきましては、売上高91億円、営業利益2.1億円となりました。

　

(2)キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。)は、169億円

（前年同四半期比3.1％増）となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間において、営業活動の結果得られた資金は、４千万円（前年同四半期は２千万

円の収入）となりました。この主な要因は、税金等調整前四半期純利益、売上債権の増加額及び仕入債務の

増加額によるものです。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間において、投資活動の結果使用した資金は、３億円（前年同四半期は２億円の

支出）となりました。この主な要因は、固定資産の取得による支出によるものです。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間において、財務活動の結果得られた資金は、１億円（前年同四半期は４億円の

収入）となりました。この主な要因は借入金の増加によるものです。
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（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、２千万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。

 

（5）連結財政状態に関する分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、季節変動に伴う売上債権の増加等により、前連結会計年度末（平

成22年３月期）と比較して29億円増加し、796億円になりました。

また、純資産は、配当金の支払により利益剰余金が減少した結果、前連結会計年度末と比較して6.9億円減少

し、446億円となりました。

以上により、自己資本比率は前連結会計年度末と比較して3.1ポイント減少し、56.0％となりました。

 

（6）連結業績予想に関する分析

当連結会計年度の見通しにつきましては、原油価格及びＬＰガス輸入価格の変動や気象変動等により今後

の需給動向は不透明な状況ではありますが、中期経営計画「A・LIVE2010」の展開を通して当連結会計年度の

業績予想を達成できるものと考えております。

ただし、事業環境が大きく変化した場合、当初の業績予想に関して見直しをする可能性があります。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 237,603,000

計 237,603,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在

発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 75,752,958 75,752,958
東京証券取引所

（市場第１部）

単元株式数

　1,000株

計 75,752,958 75,752,958 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 75,752 － 15,630 － 3,907
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（６）【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の変動はありません。

 

（７）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

　 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 10,768,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 64,525,000 64,525 －

単元未満株式 普通株式 459,958 －
１単元未満(1,000)未

満の株式

発行済株式総数 75,752,958 － －

総株主の議決権 － 64,525 －

　

②【自己株式等】

　 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

シナネン株式会社

東京都港区海岸１

－４－22
10,768,000  －  10,768,000 14.21

計 － 10,768,000   －  10,768,000 14.21
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 420 410 394 392 362 349 345 335 379

最低（円） 388 360 362 358 331 331 301 303 325

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第１部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,929 16,980

受取手形及び売掛金 ※2
 28,541 26,111

商品及び製品 3,744 3,136

仕掛品 21 3

原材料及び貯蔵品 95 95

その他 1,854 1,346

貸倒引当金 △106 △101

流動資産合計 51,081 47,571

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,560 5,470

土地 9,911 9,915

建設仮勘定 82 60

その他（純額） 3,086 3,146

有形固定資産合計 ※1
 18,641

※1
 18,593

無形固定資産

のれん 1,227 1,463

その他 460 506

無形固定資産合計 1,687 1,969

投資その他の資産

投資有価証券 4,733 4,861

長期前払費用 1,387 1,756

その他 2,305 2,156

貸倒引当金 △229 △275

投資その他の資産合計 8,196 8,499

固定資産合計 28,525 29,061

資産合計 79,607 76,632
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 24,225 19,773

短期借入金 712 1,015

1年内償還予定の社債 34 38

未払法人税等 187 921

賞与引当金 353 677

その他 3,524 3,284

流動負債合計 29,038 25,710

固定負債

社債 － 17

長期借入金 993 966

退職給付引当金 2,554 2,559

役員退職慰労引当金 103 137

資産除去債務 478 －

その他 1,783 1,890

固定負債合計 5,913 5,571

負債合計 34,952 31,281

純資産の部

株主資本

資本金 15,630 15,630

資本剰余金 11,769 11,770

利益剰余金 22,633 23,262

自己株式 △5,924 △5,917

株主資本合計 44,109 44,745

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 516 564

繰延ヘッジ損益 △8 1

為替換算調整勘定 △0 0

評価・換算差額等合計 507 566

少数株主持分 38 39

純資産合計 44,655 45,351

負債純資産合計 79,607 76,632
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 140,123 162,147

売上原価 119,481 142,593

売上総利益 20,642 19,553

販売費及び一般管理費 ※1
 19,488

※1
 18,770

営業利益 1,154 783

営業外収益

受取利息 22 14

受取配当金 101 116

軽油引取税交付金 86 83

保険返戻金 － 187

その他 296 222

営業外収益合計 506 623

営業外費用

支払利息 31 25

為替差損 34 33

その他 31 35

営業外費用合計 97 94

経常利益 1,563 1,312

特別利益

投資有価証券売却益 2 99

固定資産売却益 7 1

特別利益合計 10 101

特別損失

固定資産売却損 9 4

固定資産除却損 87 69

リース解約損 8 －

投資有価証券評価損 21 9

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 298

その他 20 71

特別損失合計 147 453

税金等調整前四半期純利益 1,426 960

法人税等 ※2
 727

※2
 613

少数株主損益調整前四半期純利益 － 346

少数株主利益又は少数株主損失（△） 0 △0

四半期純利益 698 346
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 61,691 65,229

売上原価 54,437 58,644

売上総利益 7,254 6,585

販売費及び一般管理費 ※1
 6,778

※1
 6,378

営業利益 476 206

営業外収益

受取利息 6 4

受取配当金 31 32

軽油引取税交付金 27 27

デリバティブ利益 74 30

その他 66 86

営業外収益合計 207 181

営業外費用

支払利息 9 7

為替差損 15 －

その他 8 5

営業外費用合計 33 12

経常利益 650 375

特別利益

投資有価証券売却益 2 －

固定資産売却益 6 0

その他 － 0

特別利益合計 8 0

特別損失

固定資産売却損 1 4

固定資産除却損 47 12

リース解約損 8 －

投資有価証券評価損 21 －

子会社名称変更費用 － 31

その他 11 2

特別損失合計 90 49

税金等調整前四半期純利益 568 326

法人税等 ※2
 272

※2
 165

少数株主損益調整前四半期純利益 － 160

少数株主利益 0 0

四半期純利益 296 160
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,426 960

減価償却費 1,873 1,692

のれん償却額 243 237

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △40

退職給付引当金の増減額（△は減少） 113 △4

その他の引当金の増減額（△は減少） △386 △358

為替差損益（△は益） △11 △58

受取利息及び受取配当金 △123 △130

支払利息 31 25

投資有価証券売却損益（△は益） △2 △99

投資有価証券評価損益（△は益） 21 11

固定資産除却損 87 69

固定資産売却損益（△は益） 1 2

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 298

売上債権の増減額（△は増加） △7,890 △2,429

たな卸資産の増減額（△は増加） △826 △626

仕入債務の増減額（△は減少） 9,658 4,451

預り保証金の増減額（△は減少） △28 99

長期前払費用の増減額（△は増加） △246 △393

その他 △372 △273

小計 3,568 3,433

利息及び配当金の受取額 124 130

利息の支払額 △30 △23

法人税等の支払額 △1,651 △1,444

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,010 2,095

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 110 22

定期預金の預入による支出 △25 △17

投資有価証券の売却及び償還による収入 6 189

投資有価証券の取得による支出 △15 △5

固定資産の売却による収入 50 41

固定資産の取得による支出 △1,020 △799

短期貸付金の増減額（△は増加） 13 9

長期貸付金の回収による収入 － 5

長期貸付けによる支出 △1 △57

有価証券の売却による収入 110 －

子会社株式の取得による支出 － △50

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△9 －

保険積立金の積立による支出 △692 △220

その他 △25 10

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,499 △869
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △636 △299

長期借入れによる収入 101 150

長期借入金の返済による支出 △140 △126

自己株式の売却による収入 1 0

社債の償還による支出 △31 △21

自己株式の取得による支出 △13 △8

配当金の支払額 △980 △977

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

その他 35 △51

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,665 △1,334

現金及び現金同等物に係る換算差額 20 57

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,133 △51

現金及び現金同等物の期首残高 17,525 16,954

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 16,391

※1
 16,902
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

　第３四半期連結会計期間より、シナネンライフサポート㈱を平成22年10月に

設立したため、連結の範囲に含めております。

（2）変更後の連結子会社の数

　39社

２．会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は19百万円

減少し、税金等調整前四半期純利益は317百万円減少しております。

　また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は、469百万円と

なっております。　　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「保険返戻金」は、営業

外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間において区分掲記することとしました。なお、前第３

四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「保険返戻金」は27百万円であります。　

　　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

　

【簡便な会計処理】

　当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　　至　平成22年12月31日）

　簡便な会計処理については、重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

 税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、16,902百万円で

あります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、16,231百万円で

あります。

※２．第３四半期連結会計期間末日満期手形　　　　　

第３四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、当第３四半期連結会計期間の末日は金融機関の

休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理

しております。当第３四半期連結会計期間末日満期手形

の金額は、次のとおりであります。

受取手形 160百万円

　　　────────       

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

（百万円）　

運送費 2,266

給料手当 5,171

賞与引当金繰入額 338

退職給付費用 347

減価償却費 1,735

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

（百万円）　

運送費 2,118

給料手当 5,114

賞与引当金繰入額 324

退職給付費用 330

減価償却費 1,585

※２．法人税等

　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。

※２．法人税等

　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

（百万円）　

運送費 859

給料手当 1,738

賞与引当金繰入額 338

退職給付費用 119

減価償却費 591

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

（百万円）　

運送費 731

給料手当 1,720

賞与引当金繰入額 324

退職給付費用 111

減価償却費 542

※２．法人税等

　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。

※２．法人税等

　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 16,420

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金等
△28

現金及び現金同等物 16,391

　

 （百万円）

現金及び預金勘定 16,929

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金等
△27

現金及び現金同等物 16,902

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　75,752千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　10,768千株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　配当金支払額

　

　

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月24日

定時株主総会
普通株式 975　 15 平成22年３月31日 平成22年６月25日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
エネルギー
事　　業
（百万円）

その他の
事　　業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全　社

（百万円）

連　　結
（百万円）

　

売上高      　

(1）外部顧客に対する売上高 60,276 1,415 61,691 － 61,691 　

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
6 107 114 (114) － 　

計 60,282 1,523 61,805 (114) 61,691 　

営業利益 1,009 77 1,086 (610) 476 　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
エネルギー
事　　業
（百万円）

その他の
事　　業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全　社

（百万円）

連　　結
（百万円）

　

売上高      　

(1）外部顧客に対する売上高 135,934 4,189 140,123 － 140,123 　

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
12 332 345 (345) － 　

計 135,947 4,522 140,469 (345)140,123 　

営業利益 2,872 145 3,017 (1,862)1,154 　

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主な商品及び製品等

(1）エネルギー事業……石油製品、液化石油ガス、固形燃料、石油・ガス器具等生活物資、左記事業に係る販売

施設の賃貸

(2）その他の事業………抗菌性ゼオライト、木質系チップ他

３．会計方針の変更

前第３四半期連結累計期間

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」の２．に記載のとおり、当社及び国内

連結子会社は、第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年

12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27

日）を適用しております。

なお、この変更による各セグメントの損益に与える影響ありません。　

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日　至 平成21年12月31日）

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

 

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日　至 平成21年12月31日）

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。
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【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日　至 平成21年12月31日）

　海外売上高は連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。

 

　前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日　至 平成21年12月31日）

　海外売上高は連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。　

 

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、本社に業種別の本部を置き、各本部は、取り扱う製品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事

業活動を展開しております。

　したがって、当社は、本部を基礎とした業種別のセグメントから構成された「エネルギー卸売事業」並びに

「エネルギー小売及び周辺事業」を報告セグメントとしております。

　「エネルギー卸売事業」は、石油製品、液化石油ガス等の各種燃料及び石油・ガス器具、生活物資等を小売

業者等へ販売しております。「エネルギー小売及び周辺事業」は、ガソリンスタンド・オートガススタンド

の経営、都市ガスの供給、液化石油ガス等の小売販売、並びに家庭用エネルギーの周辺事業として空調、電気

設備、水回り、リフォーム等の各事業を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

  当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３　

エネルギー
卸売事業

エネルギー
小売及び
周辺事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 133,32425,874159,1982,948162,147 ― 162,147
セグメント間の内部
売上高又は振替高

15,571 229 15,801 642 16,443△16,443 ―

計 148,89626,103175,0003,591178,591△16,443162,147

セグメント利益 884 624 1,509 155 1,664△881 783

　　　　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、固形燃料等の製造販売事

業、抗菌事業、バイオマス事業、自転車等の輸入販売事業、コンピュータシステムのサービス事業等

を含んでおります。

　　　　　　　２．セグメント利益の調整額△881百万円には、セグメント間取引消去188百万円、のれん償却額△235百万

円、各報告セグメントに配分されていない全社費用△834百万円が含まれております。

　          　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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  当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日）

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３　

エネルギー
卸売事業

エネルギー
小売及び
周辺事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 54,9959,10964,1051,12465,229 ― 65,229
セグメント間の内部
売上高又は振替高

5,704 93 5,797 262 6,059△6,059 ―

計 60,6999,20269,9021,38671,289△6,05965,229

セグメント利益 180 211 391 44 435 △228 206

　　　　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、固形燃料等の製造販売事

業、抗菌事業、バイオマス事業、自転車等の輸入販売事業、コンピュータシステムのサービス事業等

を含んでおります。

　　　　　　　２．セグメント利益の調整額△228百万円には、セグメント間取引消去69百万円、のれん償却額△78百万円、

各報告セグメントに配分されていない全社費用△219百万円が含まれております。

　          　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　　　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 686円57　　銭 １株当たり純資産額 697円04銭

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 10円68　銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 ５円32　銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（百万円） 698 346

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 698 346

期中平均株式数（千株） 65,364 65,001

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 ４円53銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 ２円46銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（百万円） 296 160

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 296 160

期中平均株式数（千株） 65,362 64,997

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月12日

シナネン株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 今井　　靖容　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 須藤　　修司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 加藤　　秀満　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシナネン株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、シナネン株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月10日

シナネン株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 今井　　靖容　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 須藤　　修司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 加藤　　秀満　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシナネン株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、シナネン株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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